
更新用
競争入札参加資格申請書
（　様　式　郵　送　分）







	登録番号
	

	商号又は名称
	

	担当者
	
	電話番号
	

	（電子申請）受付番号
	



※御提出の際に、チェックリストとして御利用ください。網掛け部分は、該当する場合にのみ必要な書類です。
（様式）
	ﾁｪｯｸ欄
	様式名
	ﾁｪｯｸ欄
	様式名

	電子
	競争入札参加資格審査申請書（別記第１号様式）
　　Ⅰ～Ⅲ
	
	契約実績一覧表（別記第４号様式）

	電子
	　　Ⅳ経営の状況等
	
	許認可・資格免許一覧表（別記第５号様式）

	電子
	　　Ⅴ参加を希望する営業種目【物品】
	
	印刷関係設備調査票（別記第６号様式）
（※変更がある場合は別途変更届を提出）

	電子
	　　Ⅴ参加を希望する営業種目【業務委託等】
	
	誓約書（別記第８号様式）

	電子
	役員の一覧表（別記第７号様式）
	
	個人住民税特別徴収実施確認・開始誓約書
（別記第９号様式）

	
	使用印鑑届
（※変更がある場合は別途変更届を提出）
	
	社会保険等加入状況確認書（別記第１０号様式）

	
	委任状（別記第３号様式）
（※変更がある場合は別途変更届を提出）
	
	



（添付書類）　※添付書類の詳細は、手引等により御確認ください。
	チェック欄
	書類名

	法人
	個人
	

	
	
	履歴事項全部証明書　　＊原本

	
	
	法務局の証明書　　＊原本

	
	
	本籍地の市町村からの身分証明書　　＊原本

	
	
	消費税及び地方消費税納税証明書　　＊写し

	
	
	都道府県税納税証明書　　＊写し

	
	
	個人県民税（市町村民税）納税証明書　　＊写し

	
	
	財務諸表（損益計算書、貸借対照表）　　＊写し

	
	
	所得税の確定申告書（所得税の確定申告書Ｂ表　等）　　＊写し





別記第５号様式（第３条関係）

許認可・資格免許一覧表
　　枚中　　枚

	許認可関係

	許認可等の種類
	許認可等番号
	有効期限
	許認可等官公庁名

	
	
	～
	

	
	
	～
	

	
	
	～
	

	
	
	～
	

	
	
	～
	

	
	
	～
	

	
	
	～
	

	
	
	～
	

	
	
	～
	

	
	
	～
	

	
	
	～
	

	
	
	～
	

	免許資格関係

	免許資格の種類
	人　　数
	免許資格の種類
	人　　数

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	





別記第8号様式（第3条関係）

　誓　　約　　書

不適正な事務処理に関して

１　県の職員から架空の請求書の作成、納品書と異なる物品の納入など、不適正な
事務処理を依頼された場合は断固拒否します。

２　上記のような依頼があった場合には、出納局管理調達課へ通報します。

３　県が不適正な事務処理に係る調査等を実施する際には、県が調達した物品、
委託等に係る関係書類、帳簿等を提供するなど、全面的に協力します。


熊本県暴力団排除条例及び地方自治法施行令に関して

私（法人の場合は商号）は、熊本県暴力団排除条例（平成２２年熊本県条例第５２号)第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団密接関係者、及び地方自治法施行令第１６７条の４第１項第３号に該当しないことを誓約します。


本誓約を守らないときは、競争入札参加資格を取消されることになっても異議
はありません。


以上のとおり誓約します。

　　　年　　　月　　　日

所在地又は住所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





熊本県知事　　　　　　　　　　　様


別記第9号様式（第3条関係）
個人住民税特別徴収実施確認・開始誓約書
　　年　　月　　日

所在地又は住所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　

該当するケースの□にチェックを付けてください。

【熊本県内に事務所又は事業所がない場合】
□（ケース１）　当事業所は熊本県内に事務所または事業所がありません。

【領収証書の写しが貼付できる場合】
□（ケース２）　当事業所は、現在　　　　　　市（町・村）の特別徴収義務者の指定を受け、従業員等の個人住民税について、特別徴収を実施し納入しています。

直近の領収証書（申請の日前６月以内）の写しを下の点線枠内に一部貼付してください。
　　領収書の写し（1枚）の貼付箇所　　　(　　　の　　り　　し　　ろ　　　)　　
※１　申請の日前６月以内であればいずれの月でも結構です。
※２　県内の主たる事務所又は事業所所在地の市町村の領収証書の写しを貼り付けてください。
※３　県内の主たる事務所等所在地に居住する従業員がいない場合は、従業員が最も多く居住する市町村の領収証書の写しとなります。
※４　従業員が居住するすべての市町村の領収証書を貼り付ける必要はありません。





領収書の写し
貼付箇所
　



【貼付する領収証書の写しが無い場合等】
　①〈特別徴収実施確認〉市（町・村）確認印

□（ケース３）当事業所は、現在　　　　　市（町・村）の
特別徴収義務者の指定を受け、従業員等の個人住民税
について、特別徴収を実施しています。→右の枠内に
市町村からの確認印を受けてください。

②〈開始誓約〉
□（ケース４）当事業所は、　　　　　年　　月から、従業員
等の個人住民税について、特別徴収を開始することを
誓約します。　つきましては、特別徴収税額の決定通
知書を当事業所あてに送付してください。→右の枠内
に市町村からの確認印を受けてください。

③〈特別徴収義務が無い場合〉
□（ケース５）当事業所は、特別徴収義務の無い事業所です。　
→上部枠内に市町村からの確認印を受けてください

別記第10号様式（第3条関係）
社会保険等加入状況確認書

　　年　　月　　日
所在地又は住所
商号又は名称
代表者職氏名

	
	加入状況
	理　　　由

	健康保険
	□1加入あり
□2適用除外※理由を記載
	□従業員５人未満の個人事業主（加入義務なし）
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	厚生年金
	□1加入あり
□2適用除外※理由を記載
	□従業員５人未満の個人事業主（加入義務なし）
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	雇用保険
	□1加入あり
□2適用除外※理由を記載
	□従業員がいない（加入義務なし）
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）


【注意事項】
１　「加入状況」の欄には、届出を行っている場合は「１」の、適用が除外される場合は「２」の□欄にレ点を付けること。
２　「加入状況」で「２」とした場合は、各保険の該当する理由の□欄にレ点を付けること。
	領収証書（写）貼付箇所　　※下記の図は貼付イメージです。別添でも可。雇用保険の領収書（写）
健康保険の領収書（写）
厚生年金の領収書（写）



　　なお、その他に該当する場合は、理由を具体的に記載すること。

